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1.研究目的                          

 市場が企業主導型から顧客主導型に変貌し，企

業は顧客の要求を満たす商品を提供することを重視

している．企業間の激しい競争に勝つには，高い満

足を得て既存顧客を維持することが重要である．しか

し，成熟した市場の中で顧客のニーズを的確にはか

るのは困難であり，顧客に関する研究，なかでも顧客

満足度の追及を課題としている企業は多い． 

とくに企業間取引をおこなう企業にとっては，最終

消費者に限らず様々な種類の顧客が存在するなど

の特徴により，その課題は複雑である．しかし，こうし

た場合の満足度調査の実施方法については言及さ

れていないのが現状である． 

そこで本研究では，自販機メーカーの A 社を例に

とり，従来の方法を改善した満足度調査を実施する．

そしてその結果をもとに，企業間取引における有効

な顧客満足度調査の実施方法について提案するこ

とを目的とする． 

2.企業間取引の特徴                   

2.1A 社における満足度調査の問題点 

 A 社の従来の満足度調査には，主に以下のような

問題点があった． 

Ⅰ.顧客構造の複雑さ 

 自販機メーカーには，飲料メーカー，オペレータ

ー，メンテナンス会社，設置先などの顧客が存在す

る．各顧客企業との取引形態も様々であることから，

その構造は複雑である． 

 しかしこれまでは，これら顧客の構造を整理してお

らず，関連するすべての顧客企業に対して同じ形式

の調査票を用いてきた．よって，顧客に関係のない

質問が含まれていることや，意味が抽象的であること

などから，各顧客に適した調査ではなかった． 

Ⅱ.部門別の満足度調査 

 従来は，A 社の物流部，サービス部などが別々に

調査を実施し，部門内の評価を行ってきた．この方

法では，部門間の評価の違いや総合的な製品の継

続意志との相関をみることができない．A 社の部門ご

とに適した調査ではなく，顧客企業の役割に合わせ

た調査を実施するべきである． 

Ⅲ.全体集計的な分析 

 従来の調査では，顧客企業の営業所や本社など

の区別は考慮せず，満足度や不満足度を集計して

いたので，全体的な傾向しかつかめていなかった．

購買決定への影響度を考えれば，関連する顧客す

べてを同様に扱うべきではない． 

2.2 消費者市場と企業市場の違い  

 顧客満足度の研究は，マーケティングの分野を中

心に幅広くなされているが，最終消費者を対象とした

製品やサービスについて論じられることが多い．企

業間取引における満足度調査を実施する場合には，

まず消費者市場との違いを考慮する必要がある． 

 Hayslip[1]は企業市場(企業間取引)の特徴につい

て 5 つの要因を挙げ，消費者市場との違いを表 1 の

ように指摘している．比較的少数の顧客から構成され

ていることや，取引関係が複雑であることが主な違い

であり，これらは A 社の事例にも対応している． 

2.3 満足度調査の注意点  

 表 1 の特徴から，企業間取引における満足度調査

において一般的に検討すべき点を整理する． 

≪調査内容の問題≫ 

購入に至る過程が複雑であり，関与する顧客の役

割もそれぞれ異なる．よって消費者調査のように同じ

内容で満足度調査を実施することに限界があり，｢誰

に何を聞くか｣を定めるのが難しい．A 社の問題点で

はⅠが当てはまる． 

≪顧客の重要度の問題≫ 

取引の過程にいるすべての顧客の回答に，同等

の重みがあると仮定することはできない．これは，購

買意思決定への影響の強さに違いがあるからである．

つまり，消費者調査における暗黙の「一人一票」ルー

ルが企業調査では当てはまるとは限らない．これは

A 社のⅡの問題に該当する． 

 



 

表 1 消費者市場と企業市場の違い 

5 つの要因 消費者市場 企業市場 

顧客人口規模 
単一の顧客がシェアを持たず，多数の

顧客で構成される． 

少数の買手が相当のシェア，支配的地位を占める，

比較的少数の顧客から構成される． 

購入量の大きさ 低価格の製品やサービス 高価格な製品やサービス 

購入取引の 

複雑さ 

買う・買わないという個人の簡単な意思

決定過程である． 

多数の意思決定者や影響を与える者が供給者と条件

や仕様を交渉する複雑な過程である． 

供給者の提供物に関

する顧客の知識 

消費者は購入する製品やサービスが

生産して納入される過程に関する知識

をあまり持たない． 

購入製品やサービスに相当の関心があり，購入製品

やサービス，供給者の内部活動過程に関する相当の

知識を獲得する傾向にある． 

顧客・供給者 

関係の性質 

供給者と顧客が独占情報を共有しな

い，互いに対等な立場の関係を維持す

る． 

顧客が主要供給者との作業関係を積極的に密接にす

る傾向がある．この関係には，独占的情報の共有や共

同作業努力の開発が伴う． 

≪結果の分析上の問題≫ 

 消費者市場に比べて顧客の数が少ないので，統

計的な分析に頼りすぎてはいけない．個別な要因

をおさえ，対応できるような分析が必要となる． 
3.満足度調査の実施方法                  

3.1 顧客機能展開 

 前節の内容を解決するには，顧客との関わり方を

明確にし，各顧客に合わせた調査を実施する必要が

ある．そこで本研究では品質機能展開[2]の考え方を

利用し，「顧客機能展開表」を作成することを提案す

る．以下に作成手順を示す． 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

これにより顧客組織を層別することができ，それぞ

れの機能を整理できる．さらに顧客機能ごとに要求品

質展開をおこなうことで，調査すべき項目を明確にで

き，｢誰に何を聞くか｣を定められる. 

3.2 満足度調査の実施手順 

顧客機能展開もふくめ，満足度調査の実施方法に

ついて手順化する． 

【手順①】顧客の層別 

顧客機能展開を行い，対象製品やサービスに対

する顧客の関わり方を明確にし，顧客を層別する．  

【手順②】調査目的の決定 

 手順①で分類した顧客層ごとに，重要な機能に着

目し，何を調査するべきか検討する．例えば，購買に

関わる顧客層にはその評価構造の明確化を第一に

する，比較的最終消費者に近い顧客層には不満や

要望の把握を優先する，などである． 

【手順③】顧客の選定 

実際にヒアリングを行う対象とする顧客を選ぶ．自

社にとって重要な顧客層(製品購買権がある，など)に
は，高い割合で顧客を選出し，確実に情報を得られ

るようにする．また，同じ顧客層内でも取引量や愛顧

状況の違いなどから顧客企業の重要さを検討する必

要がある． 

【手順④】評価項目の抽出 

 手順①で展開した顧客機能ごとに，要求品質展開

を行う．そして調査する項目を抽出する．  

【手順⑤】評価方法の検討 

 抽出された項目について質問形式を定める．調査

目的や評価項目に合わせた評価方法を検討する．  

【手順⑥】調査の実施 

 アンケート，ハガキなど調査媒体を定め，調査を実

施する．必要なら予備調査で内容の調整をおこなう． 

【手順⑦】調査結果の分析 

 顧客層ごとに調査結果を分析し，今後の施策へつ

なげられるようにする．基本的には，調査目的に合わ

せた分析を行うことになる． 

 企業間取引においては，母数の少ない重要な顧客

層に対しては個別に分析を試み，評価の原因や改

善すべき点を明らかにしていくべきである．そして今

後の対応も，個別単位で動けるものを検討する． 

4.事例適用                          

 以下では，A 社で実施した満足度調査について，

3.2 で述べた手順に沿って要点を説明する． 
【手順①】顧客の層別 

 自販機の購入から廃棄まで関連する顧客の機能

を展開して整理した．そして表 2 のような顧客機能展

開表を作成し，顧客組織との対応をとった．ここで，X
社は飲料メーカーの顧客企業である．これにより A

顧客機能展開表作成手順 

・製品やサービスの発注から廃棄まで，関連する顧

客の機能(業務)を時系列的に挙げ，展開する． 

・顧客機能と，各顧客企業の組織とで二元表を作成

し，対応をみる．全ての組織について対応をみる

必要はないが，業務が異なるものは検討する． 

・展開表から機能の持ち方が似ている顧客組織をグ

ルーピングし，顧客を層別する． 



 

社との関わり方を明確にした．同じ顧客企業内でも部

署や地域によって機能が異なることを確認できるなど，

複雑な構造を整理することができた． 

表 2 顧客機能展開表(一部) 

さらに，展開した機能のなかで｢機種を選択する｣

や｢自販機を管理する｣などの重要なものに着目し，

機能の似ている顧客組織をグルーピングした．結果，

表 3 の左側のように層別できた．これにより，A 社にと

って重要な顧客の役割を整理することができた． 
そして各機能について顧客要求を展開することで，

顧客組織と要求との対応をみることができた．従来の

A 社部門別の評価項目の検討よりも，顧客の業務に

合わせた項目を抽出することにつながる． 

【手順②】調査目的の決定      

 A 社の方と議論し，層別された顧客層ごとに調査

目的を表 3 の右側のように定めた． 
表 3 各顧客層と調査目的 

顧客層 主な調査目的 

(1)購買決定権あり･A社がメ

ンテナンス実施 

(2)購買決定権あり･自社で

メンテナンス実施 

･購買決定に与える重要

な要因の把握 

･各要求項目の充足度と

他社比較 

(3)自販機を管理･A 社がメ

ンテナンス実施 

(4)自販機を管理･自社でメ

ンテナンス実施 

･機種選択をする際の重

要な要因の把握 

･各要求項目の充足度と

他社比較 

(5)メンテナンスに特化 
･各要求項目の充足度と

他社比較 

(6)設置場所提供者 ･不満項目の把握 

【手順③】顧客の選定～【手順⑥】調査の実施 

要求品質展開表から，顧客層別に評価項目を抽

出し，製品の継続利用意思や，各要求項目の重要

度なども加えて評価項目とした．そして顧客層(1)～
(5)については計 256 件の回答を，(6)に対しては 613
件の回答をそれぞれ回収した．  

【手順⑦】調査結果の分析 

 分析で得られたことの一部を示す．B 社は，A 社の

競合他社のひとつである． 

≪重要な顧客層に対する分析≫ 

顧客層(2)には飲料メーカーの事業部などが含ま

れ，該当する顧客組織数は多くはない．そのなかで

A 社にとって特に重要な顧客企業 Y 社に属する 10
の顧客組織を対象に以下の点を検討した． 
 まず，製品の購買決定に影響を与える要因として

｢コスト｣｢製品の品質｣｢営業活動｣などの重要度が高

かった．コストについては A,B 社の間に差はないとい

う評価であった．製品についての項目で重要度の高

いものの評価は以下のようになった． 
表 4 Y 社(顧客層(2))における製品品質の評価 

評価項目 
冷却 

機能 
防盗性 

故障 

頻度 

消費 

電力 

重要度平均 4.2 4.6 4.5 4.2 
不足顧客 2 3 1 0 

A 社優位顧客 0 0 0 2 
B 社優位顧客 3 4 3 1 

 消費電力以外の項目では，B社と同等，またはB社

のほうが良いという評価が得られた． 
同様に営業活動についての評価をみたところ，営

業担当の訪問回数の多さや，提案の質が高いなどの

点で A 社が良いという結果を得た． 
これらより，Y 社に対しては営業活動に成果が出て

いるものの，製品への評価は高くないことが認識され

た．このような個別な分析をおこなうことで，A 社への

具体的な評価をみることができ，今後の個別な対応

を検討する材料となる． 
≪下位顧客層の分析≫ 

 顧客層(5)はサービスを専門に実施する企業であり，

そのフォロー体制への評価は A 社には重要な情報と

なる．この評価項目について不足とした顧客はいな

かったが，B 社との比較では表 5 のようになり，多くの

項目について B 社のほうが良いという評価が得られ

た．B 社が質の高いサービスを提供していることがう

かがえる． 
表 5 サービス体制における B 社との比較 

評価項目 サー

ビス 

技術

支援 

電話

対応 

部品

価格

部品

納期

A 社優位(%) 8.3 8.3 6.1 18.4 12.2
B 社優位(%) 33.3 35.4 26.5 16.3 24.5
 最終消費者に近い顧客層であるので，全体的な評

価傾向を把握することで十分である．さらに地域別に

層別する，自由回答のコメントを分析するなどして，B
社との違いをより具体的に把握できる．これらを参考

に対策を検討する必要がある． 
 

         顧客 

  機能  

X 社 

本部 

X 社 

事業部 

X 社 

営業所

リスト取得 ○     

機種を選択   ○ ○ 

A 社へ発注 ○     
自販機

の発注 

他の飲料メーカ

ーへ発注 
 ○   

売上げ予測   ○ ○ 設置先

の決定 場所の決定   ○ ○ 



 

≪顧客層による評価の違い≫ 

 表 4 は，顧客層(2)と(5)における同じ製品の品質項

目に対する評価の傾向をみたものである． 

表 6 顧客層別の製品品質の評価傾向 

顧客

層 評価項目 冷却

機能

盗難

防止 
故障

頻度 
消費

電力

A 社優位(%) 0 0 7.1 13.3(2) 
B 社優位(%) 26.7 26.7 28.6 6.7 
A 社優位(%) 5.5 24.1 18.5 14.9(5) 
B 社優位(%) 21.8 7.4 14.8 0 

 盗難防止機能と故障頻度について，A 社と B 社の

評価が逆になっている．現場で作業をしている(5)の

ほうが現実的な見方であると考えられる．このように， 

同じ品質項目に対する評価でも，顧客層ごとに評価

が異なることが確認された． 

5.考察                             

5.1 企業間取引における満足度の評価構造 

 顧客満足度の評価構造については，様々なモデル

が検討されている．本研究では，｢知覚された製品の

パフォーマンス=満足度｣という考え方を用いた．事前

の期待値と使用後の評価との差で満足度をとらえる

考え方もあるが，企業間取引においては提供物に対

する知識が深いことから，事前の期待とのギャップは

無いととらえたためである． 

ただし，今後の施策の効果などを調査の目的に含め

る場合には，満足と再購入意思との評価の二元性に

ついて検討することが必要である．施策を実施した場

合の効果を顧客層ごとに推測するような分析は有用

になるであろう．  

5.2 企業間取引における顧客の選定 

 消費者市場では，個人の簡単な意思決定で購買が

決定する．よって製品への評価構造は多様であり，

推測することが難しい．どのような評価構造で総合的

な満足につながるのかを把握することが，満足度調

査の重要な問題となる． 

 企業間取引においては，普段から接している顧

客企業を対象とする場合が多いので，製品への評価

や満足度を推測しやすいといえる．2 章で述べたよう

に複雑な購入までの意思決定の過程を考慮しなけれ

ばならず，聞くべき対象を定めるのに工夫がいること

が最大の特徴である．本研究では，顧客を機能から

層別し，対象を限定することを提案した．これに加え

顧客組織内での調査対象の選定方法が重要な問題

であり，さらに追及すべき点である． 

5.3 満足度調査の手順化 

 顧客満足度調査というと，消費者を対象としたもの

が一般的である．そして，そこで用いられる統計的な

分析などの方法論が，そのまま企業間取引において

使用されることが多い．これで必ずしも有用な結果が

得られるとは言えず，各企業の状況に適した満足度

調査を実施するような仕組みを整えるべきである．し

かし具体的な方法論は示されていない． 

 企業間取引における特徴を考慮した満足度調査の

実施方法を手順化しておくことで，評価対象の選択

や評価項目の抽出，分析方法の理由付けが明確に

なる．これにより，結果の有効性や今後の調査方法の

議論をしやすくなり，各企業に適した満足度調査の

作成につながるといえる． 

5.4 提案手順の有効性について  

 A 社の従来の顧客満足度調査は全体的な傾向を

把握するものであり，抽象的な結果しか得られていな

かった．その原因は企業間取引の特徴を考慮してい

なかったことにある． 

提案した手順により， A 社の複雑な顧客構造を明

確にすることができ，各顧客に合わせた評価項目を

挙げることが可能となった． 

さらに従来は A 社の部門別に評価項目を挙げて

いたが，時系列的に展開された顧客の機能から要求

項目を抽出した．これにより，顧客の要求が発生する

時点が明確になるので，企業間の関係のなかでどこ

に問題があるのかを明らかにしやすくなった． 

 また，顧客層ごとに必要な情報を得ることや，層別

の評価の違いをみることができた．よって，より個別な

分析が可能となり，集計方法の問題点を改善できた． 

 これらより，A 社への評価を従来よりも具体的に把

握する集計，分析が可能となり，今後の施策につな

げるための情報が得やすくなった．よって，提案した

満足度調査の実施手順は有効であるといえる． 

6.まとめと今後の課題                   

 本研究では，企業間取引の特徴を明確にしたうえ

で，その問題点を解決する満足度調査の実施手順を

提案した．そして事例に適用することで従来の調査よ

りも有用な情報を得られることを示した． 

 今後の課題としては，提案した手順を他の事例に

活用し，その有効性をみることや，調査方法の改善

手順を検討することなどが挙げられる． 
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